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国勢調査調査世帯一覧の変更点

【変更点】
　①　「世帯員の数（総数及び男，女）」の追加及び
　　「指導員使用」欄における（世帯員数）の削除
　②　「建物の名称」欄の追加
　③　「提出状況」欄の追加

【変更理由】
  ①　人口速報集計における男女別世帯員数の公表のため
　②　オートロックマンション等の共同住宅の情報の管理に
　　よる調査員事務の円滑化のため
　③　オンライン先行方式の採用等による，調査員段階にお
　　ける回答状況の管理に供するため

世 帯 世帯主又は 所 在 地

（2） （3） （6）(4) （5）世帯員の数 (9)

Ａ　　一般の世帯，30人未満の施設等の世帯について
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調査員

氏　名

調査区

◆黒の鉛筆又はシャープペンシルで記入してください。 の区域

都道府県名 市町村名 区名 市区町村コード 調査区番号

総務省統計局

～

平成    年国勢調査  調 査 区 要 図

（単位区の番号）
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国勢調査調査区要図の変更点

【変更点】
　市区町村コードの追加

【変更理由】
  調査書類審査の効率化のため

変更前 

変更後 

追加 

別添３の参考 



国勢調査集計事項 

 
次の事項について、全国、都道府県、市区町村、町丁・字及びその他の地域

別に集計する（詳細は別紙結果表表題一覧のとおり）。ただし、統計法第５条第

２項ただし書の規定による国勢調査にあっては、サ、ス及びチのうち規模に関

する事項を除く。 
 

ア 人口及び世帯に関する総括的な事項 

イ 男女・年齢別の人口構成及び高齢者に関する事項 

ウ 配偶関係及び夫婦に関する事項 

エ 国籍及び外国人に関する事項 

オ 現在の住居における居住期間に関する事項 

カ 人口移動に関する事項 

キ 労働力状態に関する事項 

ク 従業上の地位に関する事項 

ケ 産業構成に関する事項 

コ 職業構成に関する事項 

サ 教育に関する事項 

シ 従業地・通学地による人口構成に関する事項 

ス 通勤・通学時の利用交通手段に関する事項 

セ 世帯の種類に関する事項 

ソ 世帯構成及び家族構成・同居児に関する事項 

タ 住居の種類、住居の所有の関係に関する事項 

チ 住宅の建て方・規模に関する事項 

ツ 平成 12年市町村（いわゆる「平成の大合併」以前の市町村）に 
関する事項 

 

別添４ 



結果表表題一覧

Ⅰ 速報集計

      （集計地域）

(1) 人口速報集計（要計表による人口集計）

第 1 表 人口，人口増減(平成22年～27年)，人口密度，世帯数及び世帯数増減(平成22年～27年) 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

第 2 表 男女別人口及び人口性比 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

(2) 抽出速報集計（１％抽出集計）

[男女・年齢・配偶関係]

第 1-1 表 年齢(各歳)，男女別人口，年齢別割合，平均年齢及び年齢中位数(総数及び日本人) 全国，全国市部･郡部

第 1-2 表 年齢(５歳階級)，男女別人口，年齢別割合，平均年齢及び年齢中位数(総数及び日本人) 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，県庁所在
市，人口50万以上の区，
人口20万以上の市

第 2-1 表 配偶関係(４区分)，年齢(各歳)，男女別15歳以上人口，配偶関係別割合及び平均年齢(総数及び
日本人)

全国，全国市部･郡部

第 2-2 表 配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上人口，配偶関係別割合及び平均年齢(総数
及び日本人)

全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

[労働力状態・産業・職業・従業上の地位]

第 3 表 労働力状態(８区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上人口及び労働力率(雇用者－特掲) 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

第 4 表 労働力状態(８区分)，配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上人口(雇用者－特掲) 全国，全国市部･郡部

第 5 表 従業上の地位(７区分)，産業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び平均年齢
(総数及び日本人)

全国，全国市部･郡部

第 6-1 表 従業上の地位(７区分)，産業(小分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，全国市部･郡部

第 6-2 表 従業上の地位(３区分)，産業(中分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

第 7 表 従業上の地位(７区分)，職業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び平均年齢
(総数及び日本人)

全国，全国市部･郡部

第 8-1 表 従業上の地位(７区分)，職業(小分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，全国市部･郡部

第 8-2 表 従業上の地位(３区分)，職業(中分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

第 9 表 産業(大分類)，職業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数(総数及び日本人) 全国，全国市部･郡部

第10-1表 産業(大分類)，職業(中分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，全国市部･郡部

第10-2表 産業(大分類)，職業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

第 11 表 産業(小分類)，職業(小分類)別15歳以上就業者数(総数，雇用者(役員を含む)及び雇用者(役員
を含まない))

全国，全国市部･郡部

[居住期間]

第 12 表 居住期間(６区分)，配偶関係（３区分），年齢(５歳階級)，男女別人口 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

[世帯数・世帯人員]

第 13 表 世帯の種類(２区分)，世帯人員(10区分)別一般世帯数，一般世帯人員，１世帯当たり人員，施設
等の世帯数及び施設等の世帯人員(間借り・下宿などの単身者及び会社などの独身寮の単身者
－特掲)

全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

別添４の別紙 
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[家族類型・世帯人員]

第14-1表 世帯の家族類型(22区分)，６歳未満・18歳未満・65歳以上･75歳以上・85歳以上世帯員の有無別
一般世帯数及び一般世帯人員(３世代世帯－特掲)

全国，全国市部･郡部

第14-2表 世帯の家族類型(16区分)，６歳未満・18歳未満・65歳以上･75歳以上・85歳以上世帯員の有無別
一般世帯数及び一般世帯人員

全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

第 15 表 世帯の種類(２区分)，世帯の家族類型(16区分)，施設等の世帯の種類(６区分)，配偶関係（４区
分），年齢(５歳階級)，男女別世帯人員

全国，全国市部･郡部

[親（夫婦）の労働力状態・子供]

第 16 表 夫婦の就業・非就業(４区分)，子供の有無・数・年齢(121区分)別夫婦のいる一般世帯数及び一般
世帯人員(雇用者－特掲)

全国，全国市部･郡部

[住居の状態]

第 17 表 住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別一般世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

[従業地・通学地]

第 18 表 常住地又は従業地・通学地による年齢（５歳階級），男女別人口（流出人口，流入人口，昼夜間人
口比率－特掲）

全国，都道府県，21大都
市，人口50万以上の市
区

第 19 表 常住地又は従業地による雇用者(３区分)，産業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，21大都
市，人口50万以上の市
区

第 20 表 従業・通学都道府県，常住都道府県，男女別人口，15歳以上自宅外就業者及び15歳以上通学
者数

全国

第 21 表 従業地による産業(大分類)，職業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，21大都
市，人口50万以上の市
区

[従業・通学時の世帯の状況]

第 22 表 従業・通学時の世帯の状況(14区分)，通勤・通学者数(５区分)，住居の種類(２区分)別一般世帯数
及び就業・通学(４区分)別一般世帯人員

全国，全国市部･郡部

第 23 表 住居の種類(２区分)，従業・通学時の世帯の状況(14区分)別一般世帯数 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部，21大都市，人口50万
以上の市区

[移動人口]

第 24 表 現住都道府県による５年前の常住地，年齢(５歳階級)，男女別人口(転入)(転出－特掲) 全国，都道府県，21大都
市，人口50万以上の市
区

第 25 表 現住都道府県，５年前の常住都道府県，男女別人口(総数及び5歳以上人口) 全国

Ⅱ 基本集計

(1) 人口等基本集計（全数集計）

[総人口・総世帯数]

第 1 表 人口，人口増減，面積，人口密度，世帯数及び世帯数増減 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村，平
成12年市町村

第 2 表 男女別人口，人口性比及び世帯の種類(2区分)別世帯数，世帯人員 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村，平
成12年市町村

[男女・年齢・配偶関係]

第 3-1 表 年齢(各歳)，男女別人口，年齢別割合，平均年齢及び年齢中位数(総数及び日本人) 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，特
別区，人口50万以上の
市
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第 3-2 表 年齢(各歳)，男女別人口，年齢別割合，平均年齢及び年齢中位数(総数及び日本人) 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村，平
成12年市町村

第 4-1 表 出生の月(４区分)，年齢(各歳)，男女別人口(総数及び日本人) 全国，全国市部･郡部

第 4-2 表 出生の月(４区分)，年齢(各歳)，男女別人口(総数及び日本人) 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，21
大都市の区，県庁所在
市，人口20万以上の市

第 4-3 表 出生の月(４区分)，年齢(５歳階級)，男女別人口(総数及び日本人) 全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

第 5-1 表 配偶関係(４区分)，年齢(各歳)，男女別15歳以上人口，配偶関係別割合及び平均年齢(総数及び
日本人)

全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，21
大都市の区，県庁所在
市，人口20万以上の市

第 5-2 表 配偶関係(４区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上人口，配偶関係別割合及び平均年齢(総数
及び日本人)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

[世帯数・世帯人員]

第 6 表 世帯の種類(２区分)，世帯の家族類型(16区分)，施設等の世帯の種類(６区分)，配偶関係(４区
分)，年齢(５歳階級)，男女別世帯人員及び平均年齢(３世代世帯－特掲)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，特
別区，人口50万以上の
市

第 7 表 世帯の種類(２区分)，施設等の世帯の種類(６区分)，世帯人員(10区分/４区分)別世帯数，世帯人
員及び１世帯当たり人員(間借り・下宿などの単身者及び会社などの独身寮の単身者－特掲)

全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村，平
成12年市町村

第 8-1 表 世帯人員(２区分)，配偶関係(４区分)，年齢(各歳)，男女別一般世帯人員及び配偶関係(４区分)，
年齢(各歳)，男女別施設等の世帯人員

全国，全国市部･郡部

第 8-2 表 世帯人員(２区分)，配偶関係(４区分)，年齢(各歳)，男女別一般世帯人員及び年齢(各歳)，男女別
施設等の世帯人員

全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，21
大都市の区，県庁所在
市，人口20万以上の市

第 8-3 表 世帯人員(２区分)，配偶関係(４区分)，年齢(５歳階級)，男女別一般世帯人員及び年齢(５歳階
級)，男女別施設等の世帯人員

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

[世帯の家族類型・世帯主との続き柄]

第 9 表 世帯人員(７区分)，６歳未満・18歳未満世帯員の有無別一般世帯数及び一般世帯人員 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村，平
成12年市町村

第 10 表 ６歳未満・12歳未満・15歳未満・18歳未満・20歳未満世帯員の有無，世帯の家族類型(22区分)別
一般世帯数及び一般世帯人員(３世代世帯並びに母子世帯及び父子世帯－特掲)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

第 11 表 世帯の家族類型(16区分)，世帯人員(７区分)別一般世帯数(３世代世帯－特掲) 全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

第 12 表 世帯の家族類型(16区分)，世帯人員(７区分)，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女別一般世
帯数及び一般世帯人員(３世代世帯，間借り・下宿などの単身者及び会社などの独身寮の単身者
－特掲)

全国，全国市部･郡部

第13-1表 世帯の家族類型(16区分)，世帯主の配偶関係(４区分)，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女
別一般世帯数及び一般世帯人員(３世代世帯，間借り・下宿などの単身者及び会社などの独身寮
の単身者－特掲)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，特
別区，人口50万以上の
市

第13-2表 世帯の家族類型(16区分)，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女別一般世帯数及び一般世帯
人員(３世代世帯，間借り・下宿などの単身者及び会社などの独身寮の単身者－特掲)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

第14-1表 世帯主との続き柄(12区分)，世帯人員(２区分)，配偶関係(４区分)，年齢(５歳階級)，男女別一般
世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市
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第14-2表 世帯主との続き柄(12区分)，世帯人員(２区分)，年齢(５歳階級)，男女別一般世帯人員 全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口20万以上
の市

第 15 表 世帯主との続き柄(12区分)，世帯の家族類型(16区分)，年齢(５歳階級)，男女別一般世帯人員(３
世代世帯－特掲)

全国，全国市部･郡部

第16-1表 世帯の家族類型(16区分)，配偶関係(３区分)，年齢(各歳)，男女別一般世帯人員(３世代世帯－特
掲)

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口20万以上
の市

第16-2表 世帯の家族類型(16区分)，配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別一般世帯人員(３世代世帯
－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

[夫婦の年齢]

第 17 表 夫の年齢(各歳)，妻の年齢(各歳)別夫婦数(総数及び日本人) 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，21
大都市の区，県庁所在
市，人口20万以上の市

[住居の状態]

第18-1表 住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別一般世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員 全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，特
別区，人口50万以上の
市

第18-2表 住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)別一般世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村，平
成12年市町村

第19-1表 住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)，住宅の建て方(８区分)別一般世帯数，一般世帯人員及
び１世帯当たり人員(世帯が住んでいる階－特掲)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，特
別区，人口50万以上の
市

第19-2表 住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)，住宅の建て方(８区分)別一般世帯数，一般世帯人員及
び１世帯当たり人員(世帯が住んでいる階－特掲)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市町村

第 20 表 建物全体の階数(５区分)，世帯が住んでいる階(５区分)，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女
別共同住宅に住む一般世帯数

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 21 表 世帯人員(７区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別一般世帯数，一般世帯人員及び１
世帯当たり人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 22 表 世帯の家族類型(16区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)，年齢(５歳階級)，男女別一般
世帯人員(３世代世帯－特掲)

全国，全国市部･郡部

第 23 表 住居の種類・住宅の建て方(９区分)，年齢(５歳階級)，男女別一般世帯人員(世帯が住んでいる階
－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第24-1表 世帯の家族類型(16区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)，住宅の建て方(８区分)別一
般世帯数及び一般世帯人員(３世代世帯及び世帯が住んでいる階－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第24-2表 世帯の家族類型(16区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)別一般世帯数及び一般世帯
人員(３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 25 表 世帯の家族類型(16区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)，住宅の建て方(８区分)，世帯
主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女別一般世帯数及び一般世帯人員(３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口20万以上
の市

第26-1表 世帯の家族類型(５区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)，世帯主の年齢(２区分)，世帯
主の男女別一般世帯数及び一般世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第26-2表 世帯の家族類型(５区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)，世帯主の年齢(２区分)，世帯
主の男女別一般世帯数及び一般世帯人員

全国，都道府県，市区町
村

第 27 表 世帯の家族類型(16区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(３区分)別一般世帯数及び一般世帯
人員(３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口20万以上
の市

[高齢世帯員の有無による世帯の類型]

第 28 表 高齢世帯員の有無による世帯の類型(17区分)別一般世帯数，一般世帯人員及び65歳以上世帯
人員

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，特
別区，人口50万以上の
市
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[高齢世帯員のいる世帯]

第 29 表 世帯人員(７区分)，65歳以上世帯員の有無別一般世帯数，一般世帯人員及び65歳以上世帯人
員

全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村，平
成12年市町村

第30-1表 世帯の家族類型(22区分)，65歳以上世帯員の有無，65歳未満世帯員の有無，65歳以上世帯人
員(３区分)別一般世帯数，一般世帯人員及び65歳以上世帯人員(３世代世帯及び75歳以上・85歳
以上世帯員のいる一般世帯－特掲)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，特
別区，人口50万以上の
市

第30-2表 世帯の家族類型(22区分)，65歳以上世帯員の有無別一般世帯数，一般世帯人員及び65歳以上
世帯人員(３世代世帯及び75歳以上・85歳以上世帯員のいる一般世帯－特掲)

全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

第 31 表 世帯人員(７区分)，65歳以上世帯員の有無，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女別一般世帯
数，一般世帯人員及び65歳以上世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第32-1表 住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)，65歳以上世帯員の有無別一般世帯数，一般世帯人
員，65歳以上世帯人員及び１世帯当たり人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第32-2表 住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)，65歳以上世帯員の有無別一般世帯数，一般世帯人
員，65歳以上世帯人員及び１世帯当たり人員

全国，都道府県，市区町
村

第33-1表 世帯人員(７区分)，65歳以上世帯員の有無，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別一般世帯
数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第33-2表 世帯人員(７区分)，65歳以上世帯員の有無，住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)別一般世帯
数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員

全国，都道府県，市区町
村

第34-1表 住居の種類・住宅の所有の関係(３区分)，住宅の建て方(８区分)，65歳以上世帯員の有無別一般
世帯数，一般世帯人員，65歳以上世帯人員及び１世帯当たり人員(世帯が住んでいる階－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第34-2表 住居の種類・住宅の所有の関係(３区分)，住宅の建て方(６区分)，65歳以上世帯員の有無別一般
世帯数，一般世帯人員，65歳以上世帯人員及び１世帯当たり人員(世帯が住んでいる階－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

[高齢夫婦世帯]

第 35 表 夫の年齢(７区分)，妻の年齢(７区分)別夫婦のみの世帯数 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

第36-1表 夫婦の種類(２区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別夫婦のみの世帯数(夫婦とも65歳
以上の高齢夫婦世帯，いずれかが65歳以上の夫婦のみの世帯及びいずれかが60歳以上の夫婦
のみの世帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第36-2表 夫婦の種類(２区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)別夫婦のみの世帯数(夫婦とも65歳
以上の高齢夫婦世帯，いずれかが65歳以上の夫婦のみの世帯及びいずれかが60歳以上の夫婦
のみの世帯－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 37 表 夫婦の種類(２区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(３区分)，住宅の建て方(８区分)別夫婦のみ
の世帯数(夫婦とも65歳以上の高齢夫婦世帯，いずれかが65歳以上の夫婦のみの世帯，いずれ
かが60歳以上の夫婦のみの世帯及び世帯が住んでいる階－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口20万以上
の市

[外国人]

第 38 表 国籍(12区分)，男女別外国人数(総人口及び日本人－特掲) 全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，市区町村

第 39 表 国籍(12区分)，年齢(５歳階級)，男女別外国人数，年齢別割合，平均年齢及び年齢中位数(総人
口及び日本人－特掲)

全国，全国市部･郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，21
大都市の区，県庁所在
市，人口20万以上の市

第 40 表 配偶関係(４区分)，国籍(12区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上外国人数 全国，全国市部・郡部，
都道府県，都道府県市
部･郡部，21大都市，特
別区，人口50万以上の
市

第 41 表 世帯の家族類型(５区分)，外国人のいる世帯の類型(４区分)，世帯主の国籍(13区分)別外国人の
いる一般世帯数，一般世帯人員及び外国人人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 42 表 外国人のいる世帯の類型(４区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別外国人のいる一般
世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 43 表 夫の国籍(13区分)，妻の国籍(13区分)別夫婦数 全国，全国市部･郡部
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(2) 就業状態等基本集計（全数集計）

[労働力状態・産業・職業・従業上の地位]

第 1-1 表 労働力状態(８区分)，年齢(各歳)，男女別15歳以上人口及び労働力率(総数及び日本人) 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 1-2 表 労働力状態(８区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上人口及び労働力率 全国，都道府県，市区町
村

第 1-3 表 労働力状態(８区分)，男女別15歳以上人口及び労働力率 全国，都道府県，市区町
村

第 2-1 表 労働力状態(８区分)，配偶関係(４区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上人口(総数及び日本
人)(雇用者－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 2-2 表 労働力状態(８区分)，配偶関係(４区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上人口(雇用者－特掲) 全国，都道府県，市区町
村，平成12年市町村

第 3-1 表 就業の状態(４区分)，配偶関係(３区分)，従業上の地位(８区分)，年齢(５歳階級)，男女別
15歳以上就業者数

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 3-2 表 従業上の地位(８区分)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，市区町
村

第 4 表 就業の状態(４区分)，産業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 5-1 表 従業上の地位(８区分)，産業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び
平均年齢(総数及び単独世帯・自衛隊営舎内居住者の単独有配偶者)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 5-2 表 従業上の地位(８区分)，産業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，市区町
村，平成12年市町村

第 6-1 表 産業(大分類)，配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び平均年齢(総
数及び日本人)(雇用者－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 6-2 表 産業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び平均年齢(雇用者－特掲) 全国，都道府県，市区町
村，平成12年市町村

第 6-3 表 産業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，市区町
村

第 7 表 就業の状態(４区分)，職業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 8-1 表 従業上の地位(８区分)，職業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び
平均年齢(総数及び単独世帯・自衛隊営舎内居住者の単独有配偶者)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 8-2 表 従業上の地位(８区分)，職業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，市区町
村，平成12年市町村

第 9-1 表 職業(大分類)，配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び平均年齢(総
数及び日本人)(雇用者－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 9-2 表 職業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び平均年齢(雇用者－特掲) 全国，都道府県，市区町
村，平成12年市町村

第 9-3 表 職業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，市区町
村

第10-1表 産業(大分類)，職業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第10-2表 産業(大分類)，職業(大分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，市区町
村

[世帯主との続き柄・労働力状態]

第 11 表 労働力状態(５区分)，従業上の地位(４区分)，世帯主との続き柄(６区分)，世帯人員(２区分)，配偶
関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上一般世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

[世帯の家族類型・労働力状態]

第 12 表 世帯の種類(２区分)，世帯の家族類型(16区分)，就業・非就業，年齢(各歳)，男女別15歳以上世
帯人員(高齢夫婦世帯及び３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 13 表 世帯の家族類型(５区分)，労働力状態(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上一般世帯人員 全国，都道府県，市区町
村

第 14 表 世帯の家族類型(５区分)，産業(大分類)，労働力状態(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上
一般世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市
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第 15 表 世帯の家族類型(５区分)，職業(大分類)，労働力状態(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上
一般世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

[親（夫婦）の労働力状態・子供]

第 16 表 夫婦の就業・非就業(４区分)，子供の有無・数・年齢(121区分)，夫の年齢(５歳階級)別夫婦のいる
一般世帯数及び一般世帯人員(雇用者－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 17 表 夫婦の就業・非就業(４区分)，子供の有無・数・年齢(121区分)，妻の年齢(５歳階級)別夫婦のいる
一般世帯数及び一般世帯人員(雇用者－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第18-1表 親の年齢(５歳階級)，親の男女，子供の数・年齢(58区分)，親の就業・非就業別男親又は女
親と子供の核家族世帯数及び世帯人員

全国

第18-2表 親の年齢(５歳階級)，親の男女，子供の数・年齢(35区分)，親の就業・非就業別男親又は女
親と子供の核家族世帯数及び世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 19 表 夫婦の就業・非就業(４区分)，子供の有無・数・年齢(49区分)，世帯の家族類型(３区分)別夫婦の
いる一般世帯数及び一般世帯人員(雇用者及び夫婦のいる３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 20 表 世帯の家族類型(４区分)，親の就業・非就業(４区分)，子供の年齢(各歳)，子供の男女別子供の数
(母子世帯及び父子世帯並びに主な年齢(３歳未満･６歳未満･12歳未満･15歳未満･18歳未満･20
歳未満)の子供のいる一般世帯数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

[夫婦の年齢・労働力状態]

第 21 表 夫の労働力状態(８区分)，妻の労働力状態(８区分)，夫・妻の年齢(５歳階級)別夫婦数(６歳未満の
子供あり－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 22 表 夫の労働力状態(５区分)，夫の従業上の地位(８区分)，妻の労働力状態(５区分)，妻の従業上の地
位(８区分)，夫・妻の年齢(５歳階級)別夫婦数(６歳未満の子供あり－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 23 表 夫の労働力状態(３区分)，夫の産業(大分類)，妻の労働力状態(３区分)，妻の産業(大分類)別夫
婦数

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 24 表 夫の労働力状態(３区分)，夫の職業(大分類)，妻の労働力状態(３区分)，妻の職業(大分類)別夫
婦数

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

[住居の状態・労働力状態]

第 25 表 住居の種類・住宅の建て方(９区分)，世帯主の従業上の地位(２区分)，世帯主の就業・非就
業，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女別一般世帯数(65歳以上世帯員のいる世帯，
高齢単身世帯，高齢夫世婦帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 26 表 住居の種類・住宅の建て方(９区分)，従業上の地位(２区分)，就業・非就業，年齢(５歳階
級)，男女別一般世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

[都市計画の地域区分]

第27-1表 都市計画の地域区分(47区分)，男女別人口並びに世帯の種類(２区分)別世帯数及び世帯人員 全国，都道府県，人口1
万以上の市区町村

第27-2表 都市計画の地域区分(９区分)，男女別人口並びに世帯の種類(２区分)別世帯数及び世帯人員 全国，都道府県，市区町
村

第28-1表 住居の種類・住宅の所有の関係(８区分)，都市計画の地域区分(47区分)別一般世帯数及
び一般世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第28-2表 住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)，都市計画の地域区分(９区分)別一般世帯数及
び一般世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県
庁所在市，人口20万以
上の市

第 29 表 住居の種類・住宅の所有の関係(３区分)，住宅の建て方(６区分)，都市計画の地域区分(47区
分)別一般世帯数

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県
庁所在市，人口20万以
上の市

[外国人の労働力状態・産業・職業]

第30-1表 労働力状態(８区分)，国籍(12区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上外国人数(15歳以
上総人口及び15歳以上日本人－特掲)

全国

第30-2表 労働力状態(８区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上外国人数(15歳以上総人口及び15歳以
上日本人－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第30-3表 労働力状態(８区分)，国籍(12区分)，男女別15歳以上外国人数(15歳以上総人口及び15歳
以上日本人－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県
庁所在市，人口20万以
上の市

第31-1表 産業(大分類)，従業上の地位(７区分)，国籍(12区分)，男女別15歳以上外国人就業者数(15
歳以上総就業者数及び15歳以上日本人就業者数－特掲)

全国
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第31-2表 産業(大分類)，国籍(12区分)，男女別15歳以上外国人就業者数(15歳以上総就業者数及び
15歳以上日本人就業者数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第31-3表 産業(大分類)，従業上の地位(７区分)，男女別15歳以上外国人就業者数(15歳以上総就業者数
及び15歳以上日本人就業者数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第32-1表 職業(大分類)，従業上の地位(７区分)，国籍(12区分)，男女別15歳以上外国人就業者数(15
歳以上総就業者数及び15歳以上日本人就業者数－特掲)

全国

第32-2表 職業(大分類)，国籍(12区分)，男女別15歳以上外国人就業者数(15歳以上総就業者数及び15歳
以上日本人就業者数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第32-3表 職業(大分類)，従業上の地位(７区分)，男女別15歳以上外国人就業者数(15歳以上総就業者数
及び15歳以上日本人就業者数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

(3) 世帯構造等基本集計（全数集計）

[居住期間]　　

第 1 表 居住期間(６区分)，配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別人口 全国，都道府県，市区町
村

第 2 表 世帯主の居住期間(６区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別一般世帯数及び一般世
帯人員

全国，都道府県，市区町
村

第 3 表 世帯主の居住期間(６区分)，世帯の家族類型(16区分)別一般世帯数及び一般世帯人員(３世代世
帯，高齢夫婦世帯及び高齢単身世帯－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 4 表 居住期間(６区分)，産業(大分類)，従業上の地位(７区分)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，市区町
村

第 5 表 世帯主の居住期間(６区分)，世帯主の就業・非就業，世帯主の産業(大分類)，世帯主の従業上の
地位(７区分)別一般世帯数及び一般世帯人員

全国，都道府県，市区町
村

第 6 表 居住期間(６区分)，職業(大分類)，従業上の地位(７区分)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，市区町
村

第 7 表 世帯主の居住期間(６区分)，世帯主の就業・非就業，世帯主の職業(大分類)，世帯主の従業上の
地位(７区分)別一般世帯数及び一般世帯人員

全国，都道府県，市区町
村

[世帯の家族類型・子供]

第 8-1 表 世帯の家族類型(３区分)，子供の有無・数・年齢(121区分)，夫の年齢(５歳階級)別夫婦のいる一
般世帯数及び一般世帯人員(３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 8-2 表 世帯の家族類型(３区分)，子供の有無・数・年齢(121区分)，妻の年齢(５歳階級)別夫婦のいる一
般世帯数及び一般世帯人員(３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 8-3 表 世帯の家族類型(３区分)，子供の有無・数・年齢(52区分)別夫婦のいる一般世帯数及び一般世帯
人員(３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 9 表 親との同居・非同居(４区分),子供の年齢(各歳)，子供の男女別子供の数(母子世帯及び父子世帯
並びに子供のいる一般世帯数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

[高齢夫婦世帯]

第 10 表 夫婦の就業・非就業(４区分)，夫の年齢(７区分)，妻の年齢(７区分)別夫婦のみの世帯数(いずれ
かが65歳以上の夫婦のみの世帯及び夫婦とも65歳以上の世帯－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

[母子世帯]

第 11 表 母の配偶関係(3区分)，母の年齢(5歳階級)，子供の数(3区分)，最年少の子供の年齢(8区分)別母
子世帯数，母子世帯人員及び1世帯当たり子供の数(最年長の子供が６歳未満－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 12 表 子供の数(３区分)別母子世帯数，母子世帯人員及び１世帯当たり子供の数(６歳未満の子供のい
る世帯－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 13 表 住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別母子世帯数，母子世帯人員及び１世帯当たり人員 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第14-1表 母の労働力状態(３区分)，母の従業上の地位(７区分)，母の配偶関係(３区分)，母の年齢(５歳階
級)別母子世帯数及び母子世帯人員

全国

第14-2表 母の労働力状態(３区分)，母の従業上の地位(７区分)，母の年齢(５歳階級)別母子世帯数及び母
子世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 15 表 母の産業(大分類)，母の年齢(５歳階級)別母が就業している母子世帯数及び母子世帯人員 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 16 表 母の職業(大分類)，母の年齢(５歳階級)別母が就業している母子世帯数及び母子世帯人員 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市
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[父子世帯]

第 17 表 父の配偶関係(3区分)，父の年齢(5歳階級)，子供の数(3区分)，最年少の子供の年齢(8区分)別父
子世帯数，父子世帯人員及び1世帯当たり子供の数(最年長の子供が６歳未満－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 18 表 子供の数(３区分)別父子世帯数，父子世帯人員及び１世帯当たり子供の数(６歳未満の子供のい
る世帯－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 19 表 住居の種類・住宅の所有の関係(７区分)別父子世帯数，父子世帯人員及び１世帯当たり人員 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第20-1表 父の労働力状態(３区分)，父の従業上の地位(７区分)，父の配偶関係(３区分)，父の年齢(５歳階
級)別父子世帯数及び父子世帯人員

全国

第20-2表 父の労働力状態(３区分)，父の従業上の地位(７区分)，父の年齢(５歳階級)別父子世帯数及び父
子世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 21 表 父の産業(大分類)，父の年齢(５歳階級)別父が就業している父子世帯数及び父子世帯人員 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 22 表 父の職業(大分類)，父の年齢(５歳階級)別父が就業している父子世帯数及び父子世帯人員 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

[世帯の経済構成]

第 23 表 世帯の経済構成(12区分)別一般世帯数，一般世帯人員，就業者数及び１世帯当たり人員 全国，都道府県，市区町
村

第 24 表 世帯の家族類型(16区分)，世帯の経済構成(12区分)別一般世帯数及び一般世帯人員(３世
代世帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

[従業・通学時の世帯の状況]

第 25 表 従業・通学時の世帯の状況(14区分)，通勤・通学者数(５区分)，住居の種類(２区分)別
一般世帯数及び就業・通学(４区分)別一般世帯人員

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口20万以上
の市

第26-1表 従業・通学時の世帯の状況(14区分)，住居の種類・住宅の建て方(９区分)別一般世帯数(世帯が
住んでいる階－特掲)

全国

第26-2表 従業・通学時の世帯の状況(14区分)，住居の種類・住宅の建て方(７区分)別一般世帯数(世帯が
住んでいる階－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 27 表 従業・通学時の世帯の状況(14区分)，世帯の家族類型(16区分)，住居の種類(２区分)別一般
世帯数(３世代世帯－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

[世帯主と世帯員]

第 28 表 世帯主の年齢(各歳)，世帯主の男女，世帯員の年齢(各歳)，世帯員の男女別一般世帯人員(一般
世帯数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 29 表 世帯の家族類型(16区分)，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女，世帯員の年齢(５歳階級)，
世帯員の男女別一般世帯人員(３世代世帯及び一般世帯数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

第 30 表 世帯主の配偶関係(４区分)，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女，世帯員の配偶関係(４区
分)，世帯員の年齢(５歳階級)，世帯員の男女別一般世帯人員(一般世帯数－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

[母とその同居児]

第 31 表 20歳以下同居児数(５区分)，配偶関係(２区分)，就業・非就業，産業(大分類)，年齢(各
歳)別15歳以上70歳未満日本人女性人口(休業者及び完全失業者－特掲)

全国，都道府県

第 32 表 20歳以下同居児数(５区分)，配偶関係(２区分)，職業(大分類)，年齢(各歳)別15歳以上
70歳未満日本人女性就業者数

全国，都道府県

第 33 表 20歳以下同居児数(５区分)，配偶関係(２区分)，世帯の経済構成(12区分)，年齢(各歳)
別一般世帯の15歳以上70歳未満日本人女性人口

全国，都道府県

第 34 表 20歳以下同居児数(５区分)，配偶関係(２区分)，住居の種類・住宅の所有の関係(７区
分)，年齢(各歳)別一般世帯の15歳以上70歳未満日本人女性人口

全国，都道府県

第 35 表 同居児の年齢(各歳)，15歳以上70歳未満日本人既婚女性の就業・非就業，産業(大分類)
及び年齢(各歳)別20歳以下同居児数(休業者及び完全失業者並びに非同居児－特掲)

全国，都道府県

第 36 表 同居児の年齢(各歳)，15歳以上70歳未満日本人既婚女性就業者の職業(大分類)及び年齢
(各歳)別20歳以下同居児数

全国，都道府県

第 37 表 同居児の年齢(各歳)，15歳以上70歳未満日本人既婚女性の世帯の経済構成(12区分)及び
年齢(各歳)並びに別一般世帯の20歳以下同居児数

全国，都道府県

第 38 表 同居児の年齢(各歳)，15歳以上70歳未満日本人既婚女性の住居の種類・住宅の所有の関
係(７区分)及び年齢(各歳)別一般世帯の20歳以下同居児数

全国，都道府県

9



[親子の同居]

第 39 表 子との同居・非同居(３区分)，配偶関係(４区分)，就業・非就業，年齢(各歳)，男女別
人口

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 40 表 親との同居・非同居(３区分)，配偶関係(４区分)，就業・非就業，年齢(各歳)，男女別
人口

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 41 表 親との同居・非同居(４区分)，配偶関係(４区分)，親の年齢(５歳階級)，年齢(５歳階
級)，男女別人口(うち両親とも65･70･75･80･85･90歳以上－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万
以上の市

[外国人]

第 42 表 国籍(詳細区分)，男女別外国人数 （総人口及び日本人－特掲） 全国

第 43 表 国籍（中区分），年齢（５歳階級），男女別外国人数 （総人口及び日本人－特掲） 全国，都道府県

Ⅲ  抽出詳細集計

[労働力状態・産業・職業・従業上の地位]

第 1 表 就業の状態(４区分)，産業(中分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 2 表 従業上の地位(７区分)，産業(中分類)，配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業
者数

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 3 表 産業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口10万以上
の市

第 4 表 産業(小分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び平均年齢(総数及び雇用者)(単独
世帯・自衛隊営舎内居住者の単独有配偶者－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 5 表 従業上の地位(８区分)，産業(小分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 6 表 就業の状態(４区分)，職業(中分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 7 表 従業上の地位(７区分)，職業(中分類)，配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業
者数

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 8 表 職業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口10万以上
の市

第 9 表 職業(小分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数及び平均年齢(総数及び雇用者)(単独
世帯・自衛隊営舎内居住者の単独有配偶者－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 10 表 従業上の地位(８区分)，職業(小分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 11 表 産業(小分類)，職業(小分類)，男女別15歳以上就業者数(総数，雇用者(役員を含む)及び雇用者
(役員を含まない))

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

[社会経済分類]

第12-1表 社会経済分類(22区分)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上人口及び平均年齢 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第12-2表 社会経済分類(22区分)，男女別15歳以上人口 全国，都道府県，市区町
村

[世帯主の社会経済分類]

第 13 表 世帯主の社会経済分類(23区分)，世帯主の年齢(５歳階級)，世帯主の男女別一般世帯数，一般
世帯人員及び世帯主の平均年齢

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市
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Ⅳ 従業地・通学地集計

(1) 従業地・通学地による人口・就業状態等集計（全数集計）

[従業地・通学地による人口]

第 1 表 常住地又は従業地・通学地による人口，就業者数及び通学者数(流入人口，流出人口，昼夜間人
口比率－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 2 表 常住地又は従業地・通学地による年齢(５歳階級)，男女別人口，就業者数及び通学者数(有配偶
の女性就業者，流出人口，流入人口，昼夜間人口比率－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

[従業地・通学地と常住地]

第 3 表 常住地による従業・通学市区町村，男女別15歳以上就業者数及び15歳以上通学者数(15歳未満
通学者を含む通学者－特掲)

全国，都道府県，市区町
村

第 4 表 従業地・通学地による常住市区町村，男女別15歳以上就業者数及び15歳以上通学者数(15歳未
満通学者を含む通学者－特掲)

都道府県，市区町村

第 5 表 従業・通学都道府県，常住都道府県，男女別人口，15歳以上自宅外就業者及び15歳以上通学
者数

全国，都道府県

第 6 表 従業・通学市区町村，常住市区町村，男女別人口，15歳以上自宅外就業者及び15歳以上通学
者数

市区町村

第 7 表 常住地又は従業地による雇用者(３区分)，配偶関係(３区分)，年齢(５歳階級)，男女別15
歳以上就業者数

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県
庁所在市，人口10万以
上の市

[産業]

第 8 表 常住地又は従業地による雇用者(３区分)，産業(大分類)，男女別15歳以上就業者 全国，都道府県，市区町
村

第 9 表 常住地による従業市区町村，産業(大分類)別15歳以上就業者数 都道府県，21大都市，
21大都市の区，県庁所
在市，人口20万以上の
市

第 10 表 従業地による常住市区町村，産業(大分類)別15歳以上就業者数 都道府県，21大都市，
21大都市の区，県庁所
在市，人口20万以上の
市

第 11 表 従業地による産業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数(総数及び雇用者) 全国，都道府県，市区町
村

[職業]

第 12 表 常住地又は従業地による雇用者(３区分)，職業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県，市区町
村

第 13 表 常住地による従業市区町村，職業(大分類)別15歳以上就業者数 都道府県，21大都市，
21大都市の区，県庁所
在市，人口20万以上の
市

第 14 表 従業地による常住市区町村，職業(大分類)別15歳以上就業者数 都道府県，21大都市，
21大都市の区，県庁所
在市，人口20万以上の
市

第 15 表 従業地による職業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数 (総数及び雇用者) 全国，都道府県，市区町
村

第16-1表 従業地による産業(大分類)，職業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数 (雇用者
－特掲)

全国，都道府県

第16-2表 従業地による産業(大分類)，職業(大分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，市区町
村

(2) 従業地・通学地による抽出詳細集計

[従業地による産業・職業・従業上の地位]

第 1-1 表 従業地による産業(中分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県

第 1-2 表 従業地による産業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県
庁所在市，人口10万以
上の市

第 1-3 表 従業地による産業(中分類)，従業上の地位(8区分)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県

第 2-1 表 従業地による職業(中分類)，年齢(５歳階級)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県
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第 2-2 表 従業地による職業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県
庁所在市，人口10万以
上の市

第 2-3 表 従業地による職業(中分類)，従業上の地位(8区分)，男女別15歳以上就業者数 全国，都道府県

Ⅴ 人口移動集計

(1) 移動人口の男女・年齢等集計（全数集計）

[移動人口の男女・年齢]

第 1 表 現住都道府県による５年前の常住地，年齢(各歳)，男女別人口(転入) 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 2 表 ５年前の常住都道府県による現住地，年齢(各歳)，男女別人口(転出) 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 3 表 現住市区町村による５年前の常住地，年齢(５歳階級)，男女別人口(転入)(転出－特掲) 市区町村

第 ４ 表 現住市区町村による５年前の常住市区町村，男女別人口(転入) 市区町村

第 5 表 ５年前の常住市区町村による現住市区町村，男女別人口(転出) 市区町村

第 6 表 現住都道府県，５年前の常住都道府県，年齢(５歳階級)，男女別人口 全国，都道府県

第 7 表 現住市区町村，５年前の常住市区町村，居住期間，男女別人口 市区町村

第 8 表 居住期間，５年前の常住地，男女別人口 全国，都道府県，市区町
村

[外国人の人口移動]

第 9-1 表 国籍(11区分)，５年前の常住地(６区分)，年齢(５歳階級)，男女別外国人数(転入) 全国

第 9-2 表 国籍(11区分)，５年前の常住地(６区分)，男女別外国人数(転入) 全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

[世帯の移動類型]

第 10 表 世帯の家族類型(４区分)，５年前の常住地(６区分)，世帯の移動類型(４区分)，年齢(５歳階級)，男
女別一般世帯人員(総数及び世帯主)(転入)

全国，都道府県

第 11 表 世帯の家族類型(４区分)，世帯主の現住都道府県による５年前の常住地，世帯の移動類型(４区
分)別一般世帯数及び一般世帯人員(転入)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 12 表 世帯の家族類型(４区分)，世帯主の５年前の常住都道府県による現住地，世帯の移動類型(４区
分)別一般世帯数及び一般世帯人員(転出)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 13 表 世帯主との続き柄(５区分)，５年前の常住地(３区分)，世帯主の５年前の常住地(６区分)，世帯主の
年齢(５歳階級)，男女別一般世帯人員(転入)

全国，都道府県

第 14 表 施設等の世帯の種類(４区分)，５年前の常住地(６区分)，年齢(５歳階級)，男女別施設等の世帯人
員(転入)

全国，都道府県

(2) 移動人口の就業状態等集計（全数集計）

[移動人口の労働力状態・産業・職業・従業上の地位]

第 1 表 労働力状態(５区分)，産業(大分類)，現住都道府県による５年前の常住地，男女別15歳以上人口
(転入)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 2 表 労働力状態(５区分)，産業(大分類)，５年前の常住都道府県による現住地，男女別15歳以上人口
(転出)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 3 表 現住都道府県による５年前の常住地，労働力状態(５区分)，産業(大分類)，年齢(５歳階級)，男女
別15歳以上人口(転入)(転出－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口20万以上
の市

第 4 表 現住市区町村による５年前の常住市区町村，男女別人口及び15歳以上就業者数(転入) 市区町村

第 5 表 ５年前の常住市区町村による現住市区町村，男女別人口及び15歳以上就業者数(転出) 市区町村

第 6 表 職業(大分類)・従業上の地位(５区分)，現住都道府県による５年前の常住地，男女別15歳以上就
業者数(転入)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市

第 7 表 職業(大分類)・従業上の地位(５区分)，５年前の常住都道府県による現住地，男女別15歳以上就
業者数(転出)

全国，都道府県，21大都
市，特別区，人口50万以
上の市
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第 8 表 職業(大分類)・従業上の地位(５区分)，現住都道府県による５年前の常住地，年齢(５歳階級)，男
女別15歳以上就業者数(転入)(転出－特掲)

全国，都道府県，21大都
市，21大都市の区，県庁
所在市，人口20万以上
の市

Ⅵ 小地域集計（全数集計）

【基本単位区別結果】

[人口等基本集計に関する集計]

第 1 表 男女別人口及び世帯数 基本単位区

【町丁・字等別結果】

[人口等基本集計に関する集計]

第 2 表 男女別人口及び世帯数 町丁・字等

第 3 表 年齢(５歳階級)，男女別人口(総年齢，平均年齢及び外国人－特掲) 町丁・字等

第 4 表 配偶関係(３区分)，男女別15歳以上人口 町丁・字等

第 5 表 世帯の種類(２区分)，世帯人員(７区分)別一般世帯数，一般世帯人員，１世帯当たり人員，施設等
の世帯数及び施設等の世帯人員

町丁・字等

第 6 表 世帯の家族類型(６区分)別一般世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員(６歳未満・18歳未
満・65歳以上世帯員のいる一般世帯数，65歳以上世帯員のみの一般世帯数及び３世代世帯－
特掲)

町丁・字等

第 7 表 住居の種類・住宅の所有の関係(６区分)別一般世帯数，一般世帯人員及び１世帯当たり人員 町丁・字等

第 8 表 住宅の建て方(７区分)別住宅に住む主世帯数，主世帯人員及び１世帯当たり人員 町丁・字等

[就業状態等基本集計に関する集計]

第 9 表 労働力状態(２区分)，男女別15歳以上人口 町丁・字等

第 10 表 従業上の地位(３区分)，男女別15歳以上就業者数 町丁・字等

第 11 表 産業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 町丁・字等

第 12 表 職業(大分類)，男女別15歳以上就業者数 町丁・字等

[世帯構造等基本集計に関する集計]

第 13 表 居住期間(６区分)，男女別人口 町丁・字等

第 14 表 世帯の経済構成(12区分)別一般世帯数 町丁・字等

[従業地・通学地による人口等・就業状態等集計に関する集計]

第 15 表 常住地による従業地・通学地(５区分)，男女別15歳以上就業者数及び15歳以上通学者数 町丁・字等

[移動人口の男女・年齢等集計に関する集計]

第 16 表 ５年前の常住地(６区分)，男女別人口(転入) 町丁・字等

【地域メッシュ別結果】

[（その１）人口及び世帯に関する集計] 地域メッシュ

[（その２）就業状態等及び人口移動に関する集計] 地域メッシュ

[（その３）世帯構造等及び従業地・通学地に関する集計] 地域メッシュ
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国 勢 調 査 集 計 事 項 の 変 更 点 
変  更  後 変  更  前 変更理由 

次の事項について、全国、都道府県、市区町村、町丁・

字及びその他の地域別に集計する（詳細は別紙結果表表題

一覧のとおり）。ただし、統計法第５条第２項ただし書の規

定による国勢調査にあっては、サ、ス及びチのうち規模に

関する事項を除く。 

 

ア 人口及び世帯に関する総括的な事項 

イ 男女・年齢別の人口構成及び高齢者に関する事項 

ウ 配偶関係及び夫婦に関する事項 

エ 国籍及び外国人に関する事項 

オ 現在の住居における居住期間に関する事項 

カ 人口移動に関する事項 

キ 労働力状態に関する事項 

ク 従業上の地位に関する事項 

ケ 産業構成に関する事項 

コ 職業構成に関する事項 

サ 教育に関する事項 

シ 従業地・通学地による人口構成に関する事項 

ス 通勤・通学時の利用交通手段に関する事項 

セ 世帯の種類に関する事項 

ソ 世帯構成及び家族構成・同居児に関する事項 

タ 住居の種類、住居の所有の関係に関する事項 

チ 住宅の建て方・規模に関する事項 

ツ 平成12年市町村（いわゆる「平成の大合併」以前の市

町村）に関する事項 

次の事項について、全国、都道府県、市区町村、町丁・

字及びその他の地域別に集計する（詳細は別紙結果表表題

一覧）のとおり）。 

 

 

 

ア 人口及び世帯に関する総括的な事項 

イ 男女・年齢別の人口構成及び高齢者に関する事項 

ウ 配偶関係及び夫婦に関する事項 

エ 国籍及び外国人に関する事項 

オ 現在の住居における居住期間に関する事項 

カ 人口移動に関する事項 

キ 労働力状態に関する事項 

ク 従業上の地位に関する事項 

ケ 産業構成に関する事項 

コ 職業構成に関する事項 

サ 教育に関する事項 

シ 従業地・通学地による人口構成に関する事項 

ス 通勤・通学時の利用交通手段に関する事項 

セ 世帯の種類に関する事項 

ソ 世帯構成及び家族構成・同居児に関する事項 

タ 住居の種類、住居の所有の関係に関する事項 

チ 住宅の建て方・規模に関する事項 

ツ 旧市町村に関する事項 

 

 

統計法第５条第２項ただし書によ

る国勢調査のおける扱いを追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更 

 

別添４の参考 

- 1 - 

 



集 計 内 容

産
業
分
類

職
業
分
類

集計
対象

表章地域
全国結果の
公表予定

結果の公表
及び

提供の方法

人口速報集計
（要計表による人
口集計）

男女別人口及び世帯数の早期提供 － － 全数
全国，
都道府県，
市区町村

国勢調査を実施する年
の翌年２月

インターネットを利用
する方法等によって公
表。
人口は公表日に官報を
公示。

抽出速報集計
全調査事項に係る主要な結果の早
期提供

小
分
類

小
分
類

約
1/100

全国，
都道府県，
人口20万以上の
市

国勢調査を実施する年
の翌年６月

インターネットを利用
する方法等によって公
表。おって，報告書を
刊行。

人口等基本集計
人口，世帯，住居に関する結果及
び外国人，高齢者世帯等に関する
結果

－ －
国勢調査を実施する年
の翌年10月

全都道府県一括でイン
ターネットを利用する
方法等によって公表。
おって，報告書を刊
行。
人口等基本集計の人口
及び世帯数（確定人
口・世帯数）は公表後
に官報に公示。

就業状態等基本集
計

人口の労働力状態，夫婦，子供の
いる世帯等の産業・職業大分類別
構成に関する結果

大
分
類

大
分
類

国勢調査を実施する年
の翌々年４月

世帯構造等基本集
計

母子・父子世帯，親子の同居等の
世帯の状況に関する結果

大
分
類

大
分
類

国勢調査を実施する年
の翌々年９月

就業者の産業・職業小分類別構成
等に関する詳細な結果

小
分
類

小
分
類

抽出
全国，
都道府県，
市区町村

国勢調査を実施する年
の翌々年12月

集計が完了した都道府
県から順次，インター
ネットを利用する方法
等によって公表。おっ
て，報告書を刊行。

従業地・通学地に
よる抽出詳細集計

従業地による就業者の産業・職業
中分類別構成に関する詳細な結果

中
分
類

中
分
類

抽出

全国，
都道府県，
人口10万以上の
市

国勢調査を実施する年
の翌々年12月

移動人口の男女・
年齢等集計

人口の転出入状況に関する結果 － －
全国，
都道府県，
市区町村

国勢調査を実施する年
の翌々年１月

人口等基本集計に
関する集計

人口，世帯，住居に関する基本的
な事項の結果

－ －

就業状態等基本集
計に関する集計

人口の労働力状態及び就業者の産
業・職業大分類別構成に関する基
本的な事項の結果

大
分
類

大
分
類

世帯構造等基本集
計に関する集計

世帯の状況に関する基本的な事項
の結果

－ －

従業地・通学地に
よる人口・就業状
態等基本集計に関
する集計

常住地による従業地・通学地に関
する基本的な事項の結果

－ －

移動人口の男女・
年齢等集計に
関する集計

５年前の常住地に関する基本的な
事項の結果

－ －

1) 「産業分類」及び「職業分類」欄は，該当する分類を用いた集計結果があることを示す。
2) 「表章地域」欄は，該当集計区分で集計する地域を表しているが，必ずしも全ての統計表がその地域まで集計されるわけではない。

小
地
域
集
計

全数
町丁・字等，
基本単位区，
地域メッシュ

該当する基本集計等の
公表後に集計し，地理
データ等を活用して秘
匿処理を施した上で，
速やかに公表。

集計が完了した後，イ
ンターネットを利用す
る方法等によって公
表。

従
業
地
・
通
学
地
集
計

人
口
移
動
集
計

移動人口の就業状
態等集計

移動人口の労働力状態，産業・職
業大分類別構成に関する結果

同　　上
大
分
類

大
分
類

国勢調査を実施する年
の翌々年７月

全国，
都道府県，
人口20万以上の
市

全数

国勢調査の集計体系及び結果の公表・提供等一覧

従業地・通学地に
よる人口及び就業
状態等集計

従業地・通学地による人口の基本
的構成及び就業者の産業・職業大
分類別構成に関する結果

大
分
類

大
分
類

集計区分

速
 
報
 
集
 
計

基
 
本
 
集
 
計

全数
全国，
都道府県，
市区町村

国勢調査を実施する年
の翌々年６月 集計が完了した後，イ

ンターネットを利用す
る方法等によって公
表。おって，報告書を
刊行。

集計が完了した都道府
県から順次，インター
ネットを利用する方法
等によって公表。おっ
て，報告書を刊行。

全数
全国，
都道府県，
市区町村

抽出詳細集計

別添５ 
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変更後 変更前

集 計 内 容

産
業
分
類

職
業
分
類

全国結果の
公表予定

カッコ書きは
前回公表との比較

集 計 内 容

産
業
分
類

職
業
分
類

全国結果の
公表実績

主な変更点等

人口速報集計
（要計表による人口
集計）

男女別人口及び世帯数の早期提供 － －
国勢調査を実施する年
の翌年２月
(前回同時期)

人口速報集計
（要計表による人口
集計）

人口及び世帯数の早期提供 － －
平成23年２月
(H23/2/25)

・男女別人口を集計する方向で検討中

抽出速報集計
全調査事項に係る主要な結果の早
期提供

小
分
類

小
分
類

国勢調査を実施する年
の翌年６月
(前回同時期)

抽出速報集計
全調査事項に係る主要な結果の早
期提供

小
分
類

小
分
類

平成23年６月
(H23/6/29)

－

人口等基本集計
人口，世帯，住居に関する結果及
び外国人，高齢者世帯等に関する
結果

－ －
国勢調査を実施する年
の翌年10月
(前回同時期)

人口等基本集計
（第１次基本集計）

人口，世帯，住居に関する結果及
び外国人，高齢者世帯等に関する
結果

－ －
平成23年10月
(H23/10/26)

－

就業状態等基本集
計

人口の労働力状態，夫婦，子供の
いる世帯等の産業・職業大分類別
構成に関する結果

大
分
類

大
分
類

国勢調査を実施する
年の翌々年４月
(産業：
　　前回同時期)
(職業：
　　７か月前倒し)

産業等基本集計
（第２次基本集計）

人口の労働力状態，就業者の産業
別構成に関する結果及び夫婦と子
供のいる世帯等に関する結果

大
分
類

－
平成24年４月
(H24/4/24)

・産業等基本集計及び職業等基本集計に
係る結果表を統合・再編
・前回職業等基本集計に係る一部結果表
については，公表時期を７か月早め
る。

世帯構造等基本集
計

母子・父子世帯，親子の同居等の
世帯の状況に関する結果

大
分
類

大
分
類

国勢調査を実施する
年の翌々年９月
(２か月前倒し)

職業等基本集計
（第３次基本集計）

就業者の職業別構成及び親子の同
居等の状況に関する結果

大
分
類

大
分
類

平成24年11月
(H24/11/16)

・産業等基本集計及び職業等基本集計に
係る結果表と統合・再編
・公表時期を２か月早める。

就業者の産業・職業小分類別構成
等に関する詳細な結果

小
分
類

小
分
類

国勢調査を実施する
年の翌々年12月
(10か月前倒し)

就業者の産業，職業別構成などに
関する詳細な結果

小
分
類

小
分
類

平成25年10月
(H25/10/29)

・公表時期を10か月早める。
　(全集計を２年３か月で完了)

従業地・通学地によ
る人口・産業等集計

従業地・通学地による人口の基本
的構成及び就業者の産業別構成に
関する結果

大
分
類

－
平成24年６月
(H24/6/26)

従業地・通学地によ
る職業等集計

従業地による就業者の職業別構成
に関する結果

大
分
類

大
分
類

平成25年２月
(H25/2/19)

従業地・通学地によ
る抽出詳細集計

従業地による就業者の産業・職業
中分類別構成に関する詳細な結果

中
分
類

中
分
類

国勢調査を実施する
年の翌々年12月
(10か月前倒し)

従業地・通学地によ
る抽出詳細集計

従業地による就業者の産業，職業
別構成に関する詳細な結果

中
分
類

中
分
類

平成25年10月
(H25/10/29)

・公表時期を10か月早める。

　国勢調査を実施す
る年の翌々年６月
(人口・産業：
　　前回同時期)
(職業：
　　８か月前倒し)

従
業
地
・
通
学
地
集
計

従業地・通学地に
よる人口及び就業
状態等集計

・基本集計に合わせて人口・産業等集計
及び職業等集計を統合。それにより，職
業等集計に係る結果表について，公表時
期を８か月早める。

従業地・通学地による人口の基本
的構成及び就業者の産業・職業大
分類別構成に関する結果

大
分
類

大
分
類

抽出詳細集計

従
業
地
・
通
学
地
集
計

集 計 区 分

速
 
報
 
集
 
計

基
 
本
 
集
 
計

国勢調査集計体系及び結果の公表・提供等一覧の変更点

抽出詳細集計

集 計 区 分

速
 
報
 
集
 
計

基
 
本
 
集
 
計

別添５の参考 



2

　

変更後 変更前

集 計 内 容

産
業
分
類

職
業
分
類

全国結果の
公表予定

カッコ書きは
前回公表との比較

集 計 内 容

産
業
分
類

職
業
分
類

全国結果の
公表実績

主な変更点等集 計 区 分

国勢調査集計体系及び結果の公表・提供等一覧の変更点

集 計 区 分

別添５の参考 

移動人口の男女・年
齢等集計

人口の転出入状況に関する結果 － －
国勢調査を実施する
年の翌々年１月
(前回同時期)

移動人口の男女・年
齢等集計

人口の転出入状況に関する結果 － －
平成24年１月
(H24/1/31)

・｢人口移動集計｣に関する結果表を集計
(平成27年は簡易調査年ではあるが，東
日本大震災後の状況把握のため，調査項
目に｢居住期間｣，｢５年前の住居の所在
地｣を追加)

移動人口の産業等集
計

移動人口の労働力状態，産業別構
成及び教育に関する結果

大
分
類

－
平成24年７月
(H24/7/31)

移動人口の職業等集
計

移動人口の職業別構成に関する結
果

－
大
分
類

平成25年３月
(H25/3/26)

人口等基本集計に関
する集計

人口，世帯，住居に関する基本的
な事項の結果

－ －
人口等基本集計に関
する集計

人口，世帯，住居に関する基本的
な事項の結果

－ － (H24/1/20)

就業状態等基本集
計に関する集計

人口の労働力状態及び就業者の産
業・職業大分類別構成に関する基
本的な事項の結果

大
分
類

大
分
類

産業等基本集計に関
する集計

人口の労働力状態及び就業者の産
業別構成に関する基本的な事項の
結果

大
分
類

－ (H24/5/29)

・産業等基本集計及び職業等基本集計に
係る結果表を統合・再編

世帯構造等基本集
計に関する集計

世帯の状況に関する基本的な事項
の結果

－ －
職業等基本集計に関
する集計

就業者の職業別構成等の状況に関
する基本的な事項の結果

－
大
分
類

(H24/12/11)

・産業等基本集計及び職業等基本集計に
係る結果表を統合・再編

従業地・通学地に
よる人口・就業状
態等集計に関する
集計

常住地による従業地・通学地に関
する基本的な事項の結果

－ －
従業地・通学地によ
る人口・産業等集計
に関する集計

常住地による従業地・通学地に関
する基本的な事項の結果

－ － (H24/12/11)

移動人口の男女・
年齢等集計に
関する集計

５年前の常住地に関する基本的な
事項の結果

－ －
移動人口の男女・
年齢等集計に
関する集計

５年前の常住地に関する基本的な
事項の結果

－ － (H24/5/29)

※｢集計対象｣，｢表章地域｣，｢結果の公表及び提供方法｣は，変更なし

小
地
域
集
計

該当する基本集計等の
公表後に集計し，地理
データ等を活用して秘
匿処理を施した上で，
速やかに公表。

人
口
移
動
集
計 移動人口の就業状

態等集計
移動人口の労働力状態，産業・職
業大分類別構成に関する結果

大
分
類

大
分
類

国勢調査を実施する
年の翌々年７月
(産業：
　　前回同時期)
(職業：
　　８か月前倒し)

・基本集計に合わせて産業等集計及び職
業等集計を統合。それにより，職業等集
計に係る結果表について，公表時期を８
か月早める。

小
地
域
集
計

人
口
移
動
集
計



国勢調査における統計基準適用上の特記事項 

 

国勢調査の集計に用いる産業分類及び職業分類については、それぞれ日本標

準産業分類及び日本標準職業分類に基づくものとするが、以下の分類項目につ

いてはこれらによらないこととする。 

 

○ 表章を行わない分類項目及びその取り扱い 
＜産業分類＞ 
・中分類「無店舗小売業」については、結果表章せず、有店舗・無店舗にか

かわらず販売品によりそれぞれの小売業に分類する。 

・小分類「管理，補助的経済活動を行う事業所」については、結果表章せず、

管理又は補助的経済活動の対象となる事業所の主要な経済活動と同一の

分類項目に分類する。 

 

 

○ 表章を行わない理由 
これらの分類項目を表章するためには、正確に事業の内容を把握することが 

できるよう調査事項を増設するなどの措置が必要となる。しかし、調査環境が 
厳しくなる中でこのような措置を講ずることは、世帯における記入者負担を増 
大させ、結果として正確な統計を維持することが困難となるおそれがある。 

したがって、これらの分類項目については結果表章を行わないこととする。 

別添６ 



国勢調査における統計基準適用上の特記事項の変更点 
 

変 更 後 変 更 前 変更理由 

国勢調査の集計に用いる産業分類及び職業分類について

は、それぞれ日本標準産業分類及び日本標準職業分類に基づ

くものとするが、以下の分類項目についてはこれらによらな

いこととする。 

 

○表章を行わない分類項目及びその取り扱い 

＜産業分類＞ 

・中分類「無店舗小売業」については、結果表章せず、

有店舗・無店舗にかかわらず販売品によりそれぞれの

小売業に分類する。 

・小分類「管理，補助的経済活動を行う事業所」につい

ては、結果表章せず、管理又は補助的経済活動の対象

となる事業所の主要な経済活動と同一の分類項目に分

類する。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

国勢調査の産業分類及び職業分類については、それぞれ日

本標準産業分類及び日本標準職業分類（統計基準として現在

設定検討中）に基づくものとするが、以下の分類項目につい

てはこれらによらないこととする。 

 

○表章を行わない分類項目及びその取り扱い 

＜産業分類＞ 

・中分類「無店舗小売業」については、結果表章せず、

有店舗・無店舗にかかわらず販売品によりそれぞれの

小売業に分類する。 

・小分類「管理、補助的経済活動を行う事業所」につい

ては、結果表章せず、管理又は補助的経済活動の対象

となる事業所の主要な経済活動と同一の分類項目に分

類する。 

 

＜職業分類＞ 

（日本標準職業分類については、現在、統計委員会にお

いて、統計基準として設定することについて検討中である

ことから、この答申を踏まえ、平成22年国勢調査において

表章を行わない分類項目の有無などについて確定） 

 

平成22年国勢調査は、日本標準

職業分類を統計基準とするか

否かについて検討段階であっ

たため。 
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○表章を行わない理由 

これらの分類項目を表章するためには、正確に事業の内容

を把握することができるよう調査事項を増設するなどの措置

が必要となる。しかし、調査環境が厳しくなる中でこのよう

な措置を講ずることは、世帯における記入者負担を増大させ、

結果として正確な統計を維持することが困難となるおそれが

ある。 

したがって、これらの分類項目については結果表章を行わ

ないこととする。 

 

 

○表章を行わない理由 

これらの分類項目を表章するためには、正確に事業の内容

を把握することができるよう調査事項を増設するなどの措置

が必要となる。しかし、調査環境が厳しくなる中でこのよう

な措置を講ずることは、世帯における記入者負担を増大させ、

結果として正確な統計を維持することが困難となるおそれが

ある。 

したがって、これらの分類項目については結果表章を行わ

ないこととする。 

 
 

- 2 - 

 



 

東日本大震災に伴う調査計画の変更 

 

１ 調査方法の変更等 

  一部市町村については、(1)又は(2)のように原発被災地域であることや調査員確保が困難等

であること、あるいは市町村役場の機能等が低下していることなど、東日本大震災の影響によ

り、調査の実施に大きく支障が生じている市町村が存在する。 

  このため、当該方法等については、地域の実状を勘案し別途総務大臣が定めるものとする。 

  (1) 原発被災地域 

   ・ 市町村の全部又は一部の区域に、『帰還困難区域』、『居住制限区域』又は『避難指示解

除準備区域』の避難指示が出され市町村役場が移転するなど、行政機能の体制が低下し

ていることにより調査実施が困難等の市町村 

    

    平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災に伴う原子力発電所の事故に関して原子力災害対策特別措

置法（平成 11年法律第 156号）第 15条第３項又は第 20条第２項の規定により内閣総理大臣又は原子力

災害対策本部長（同法第 17 条第１項に規定する原子力災害対策本部長をいう。）が市町村長（特別区を

含む。）又は都道府県知事に対して行った次の各号に掲げるいずれかの指示の対象となった区域に含まれ

る調査区。 

      
※『帰還困難区域』…特別な許可が無ければ、立入りできない地域。 

    『居住制限区域』…許可無く立入りはできるが、その地域に住むことはできない地域 

    『避難指示解除準備区域』…特別な許可が無くても入ることは可能であるが、特別な許可無く自宅など

に泊まることはできない地域。 

 

  (2) 調査員確保が困難等であることから調査の実施が困難な地域 

   ・ 震災復興業務対応のため、市町村役場が通常の業務体制に戻っておらず、統計調査の

実施体制の確保が困難な市町村 

   ・ 津波による被災等のため、自治会組織の解散等により、当該地域を担当する調査員確

保が困難等の市町村 

 

２ 変更する期間 

  本変更は、当面今回の調査のみの対応とする。 

 

３ 公表の取扱い 

  公表に当たっては、上記 1に該当する地域の説明を加えることにより公表する。 

別添７ 
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